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本報告書第1部では、雇用戦略の概念を整理し、我が国で、｢人」を政策の中

心とする雇用戦略を策定する必要性を示し、雇用戦略の基本理念と戦略の基本

柱を設定し、戦略の取り組み方針をまとめている。今後、我が国で、雇用戦略

を策定、実施していく上で、浮かび上がってきた、主要論点としては、以下の

ような点が挙げられる。

まず、雇用戦略の基本理念や戦略目標及び戦略目標に共通ないし関連する課

題については、次のような点がいえよう。

第1部第1章で記述しているように、ICT等技術革新の進展、グローバル化等

競争激化、多様な知恵の時代(知識集約化）、少子高齢化・人口減少社会への移

行といったように、社会経済構造が大きく変化しており、しかもその変化は急

激に進展している。つまり、社会経済の変化の程度と速度が大きくなっており、

従来の政策や社会システムでは対応が困難となってきている。このため、雇用

に関する戦略を打ち出す必要性が生じている。

なお、第3部の第1章｢人口減少下の雇用戦略｣(小峰論文）は、社会経済の構

造変化のうち、特に、人口減少社会への移行という、我が国が初めて経験する

状況に着目して、｢人口減少」という観点から、雇用戦略についての整理を行

っている。

こうした変化に対応し、社会経済の活力を維持し、個人の生活水準を向上さ

せ､豊かで安心できる社会を築くためには、付加価値を生む源泉である、人的

資源の蓄積とその有効活用を図り、社会参加を促進し、生活と仕事の持続可能

性を高めることが不可欠といえる。社会経済の活力の源泉として最も重要な要

終 章

ま と め

1 雇用戦略の基本理念：｢人」を政策の中心に

雇用戦略について第１節
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素は「人」であり、また、就業は個人と社会をつなぐ場であり、自己実現、能

力発揮の場でもある。就業意欲と能力がある者の、多様な就業ニーズに応じて

就業促進を図ることは、雇用戦略の基本といえよう。さらに、雇用戦略は雇用

政策のみならず、全ての政策を統一的、整合性のとれたものとして、総合的な

政策パッケージとして運営していくことが必要であろう。

そこで、本報告書では、「人をあらゆる政策の中心に置き、生活の持続可能

性を確保しつつ誰もが能力を高め発揮し参加する、活力に満ちあふれた社会を

築くこと」、一言でいえば、「誰もが意欲を持って働き、自己を実現して輝くこ

との出来る豊かで活力ある社会」を、雇用戦略の基本理念としている。

本報告書では、こうした基本理念の実現に向け、以下の３点を雇用戦略の柱

と位置付けた。

①誰もが社会とのつながりを持ち、就業を中心に能力を活かすことにより社会

を支える側に回ることができる、いわば全員参加型社会を築き、社会経済を安

定し活力あるものとしていくこと(→｢就業促進を基盤とした全員参加型社会の

構築」）

②人々の生活や仕事を持続可能なものし、就業意欲と能力を高めるとともに、

これが全体的な生産性の向上につながる好循環をもたらすような就業環境の整

備が図られること(→「就業の質と就業インセンティブの向上」）

③競争激化､知識社会化の中で、就業能力の強化が求められており、このため、

個人の自発的な取組が従来以上に期待される一方、個人の努力だけでは難しい

面もあり、「キャリア権」の理念が重要性を帯びてくること(→｢就業能力の強

化と『キャリア権』」）

①から③の対応を図ることで、就業の量・質の向上、個人の意欲と労働の質

（就業能力）の向上を実現し、雇用の創出及び生産性と生活水準の向上(雇用、

所得の増加)が可能となり、個人及び社会経済の持続可能性を高めることが可

能になるといえよう。

ところで、こうした社会経済の急激かつ大きな変化は、先進国に共通するも

のである。OECD、EUともに雇用問題への解決策として、雇用戦略を打ち出

2 雇用戦略の柱：就業の量と質及び労働の質(就業能力）の向上を図る
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すとともに、スタンスの違いはあるものの、対応の方向性が収斂してきている。

第3部の第2章「先進国の雇用戦略：失業救済の雇用政策から就業率を高める雇

用戦略へ」（鈴木論文）は、こうした、先進国での雇用戦略の動向について、

詳細な分析を行っている。同論文で指摘しているように、OECD、EUの雇用

戦略のキー・コンセプトは、就業率の向上、働くことのインセンティブ、人的

能力の向上であり、これはまさに、本研究での雇用戦略の目指すものと同じと

いえよう。

以上の2①から③の雇用戦略の柱に共通して、重要なのは、就業ニーズや働

き方の多様化(雇用・就業形態の多様化、仕事・処遇の多様化）への対応とい

う点である。特に、非正規労働者、無業者といった、人的資源の上で脆弱な層

への支援は、労働市場の二極化を防ぐという点も含め、喫緊の課題ともいえる。

もう一つ重要な点は、個人、企業、社会経済の持続可能性を高めるというこ

とである。

このため、非正規労働者、無業者も含め、全ての就業意欲がある人々が、仕

事と生活の調和を図りつつ、就業を通じて能力を有効発揮できることで、キャ

リア形成を図ることができ、また、就業能力を高めることが可能となるような

環境整備を図ることが求められる。

さらに、格差問題への対応も喫緊の課題といえよう。

また、2①から③の雇用戦略の柱に関連して、雇用戦略の基本理念の実現の

ための、政策の重点対象層、政策の資源配分の在り方、政策主体の役割、政策

相互間の関係等という点についても検討が必要である。特に、自助(個人）、共

助(企業等）、公助(政府）の分業と協業のバランスの在り方について検討が必

要であろう。さらに、地域社会を基礎とした雇用戦略の重要性が強調されよう。

以下では、第1部の各章で議論された点を中心に、論点ごとに、政策的イン

プリケーション、政策対応について、整理してみよう。

3 多様化や格差問題への対応の重要性

4 政策の資源配分、政策運営等の在り方の検討
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就業を通じた全員参加は、社会の持続可能性を支える基礎的条件といえる。

就業意欲と能力がある者の就業促進を図るため、職業紹介、職業能力開発､

職業能力評価機能の充実拡充及びこれらが一体となった仕組み、外部労働市場

と内部労働市場の接合等による労働力需給調整機能の強化を通じた労働市場の

セーフティネットの強化や創業支援等、就業機会の確保・創出を図ること等が

求められる1。特に、若年、女性、高齢者といった、現在その意欲と能力を十

分に活かすことができていない層や就職困難層に対して、就業ニーズも踏まえ

つつ、対策の強化・配慮が重要となろう。なお、就業を通じて全員参加が可能

となるには、特に、誰にでも能力向上の機会が提供されることが必要である

(この点、キャリア権は全員参加を支える重要な概念といえる)。労働力需要側

も、良質な人材の確保、労働者の能力発揮のためには就業環境の整備を図る

（就業の質の向上を図る）ことが求められる。

この他、社会のあらゆる段階で、国民全体のコミュニケーションの促進を図

り、社会から排除される者が存在しないようにすることが重要である。

良質な労働力供給を拡大し、労働生産性を向上させるためには、労働者の就

業意欲、満足度、能力を向上させるような環境整備、つまり「就業の質」を高

めるような取組を行い、労働者の主体性･創造性の発揮を通じて労働生産性の

向上に資するよう、「生産性と就業の質の好循環」を図ることが重要である。

こうした就業の質の効果について、第2部第1章では、企業業績や生産性が高い

企業では、雇用管理制度の工夫や人材投資を積極的に行い、労働者の意欲・満

1 全員参加型社会構築のための就業環境の整備

2 就業の質の向上による生産性の上昇

労働力需給調整機能の強化については、労働政策研究・研修機構プロジェクト研究「総合的な
職業情報データベースの開発に関する研究」、同上プロジェクト研究「ホワイトカラーを中心と
した中高年齢者等の再就職支援に関する研究」最終報告書で情報整備や再就職支援技法の整理等
が行われている。

1

雇用戦略目標実現のための主な政策対応第２節
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足度も高いといった研究事例を紹介している。

働き方の多様化への対応は喫緊の課題である。公正で多様な働き方の選択肢

が確保され、就業意欲がある者が自己の能力、就業ニーズに応じて、能力を有

効に発揮でき、就業能力の強化が図られることが重要である2。このため、労

働者の意向の反映が可能な仕組み、就業形態間の移行ができる働き方の仕組み、

柔軟な労働時間制度等の整備、男女間の均等待遇の確保、正規労働者と非正規

労働者との合理的な処遇の均衡の実現、公平で納得性のある処遇制度、意欲と

就業形態、職務等に応じたキャリア形成・処遇や能力開発機会の確保、労働契

約ルールの明確化等、非正規労働者も含め労働条件決定システムの整備等が重

要である。なお、第2部第3章の分析では、パートタイム労働者と一般労働者と

の賃金格差の要因の一つとして、賃金設定の仕組みが両者で異なっている可能

性を指摘しており、働き方に見合った処遇の確保の重要性が示唆される。また、

雇用以外の働き方について、就業実態を踏まえつつ、環境整備や支援策の検討

が求められよう。

仕事と生活の調和の実現は、労働者にとっては、生活・仕事とも持続力が高

まることによって、能力発揮がしやすくなり、企業は、労働者の意欲・能力の

発揮による生産性の向上が期待でき、社会全体としても、持続的成長や次世代

育成支援につながるものであり、そのメリットは大きい。また、多様な働き方

の選択肢が確保されるためにも必要不可欠である。喫緊の課題の一つといえ、

労働者、企業、政府がそれぞれの立場から取り組むことが必要である3。

職業生涯を通じ、ライフステージ､ライフスタイルに応じ、就業及び学習訓

練、生活時間の配分が可能となるよう、長時間労働の抑制、男性も含めた働き

3 「働き方の多様化」への対応：公正かつ多様な働き方の実現

4 仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の実現

働き方の多様化についての現状､課題及び政策対応については、労働政策研究・研修機構プロ
ジェクト研究「多様な働き方を可能とする就業環境及びセーフティネットに関する研究」最終報
告書で詳細な分析がなされている。
仕事と生活の調和に関する現状､課題及び政策対応については、労働政策研究・研修機構プロ

ジェクト研究「仕事と生活の調和を可能とする社会システムの構築に関する研究」最終報告書で
詳細な分析がなされている。

2

3



315

終章　まとめ

方の見直し、就業場所・時間の選択肢の整備と選択肢間の公正な処遇の確保、

企業、家族、地域(行政）等が連携しあった仕事と家庭の両立支援策の促進、

生涯学習・訓練機会の整備等が求められよう。第2部第2章の分析でも長時間労

働の者ほどワーク・ライフ・コンフリクト(仕事と生活の衝突）を感じており、

労働時間対策の必要性が示唆される結果となっている。

なお、第3部第3章「ワーク・ライフ・バランス推進のための地域雇用戦略」

(樋口論文）では、人口減少への対応、所得格差、労働時間の二極化、地域間

格差の是正等の観点から、ワーク・ライフ・バランス(及び選択間の公正な処

遇）の意義について考察を加えている。

国際競争の激化や知識社会の様相の深まり、人口減少を背景に、就業能力の

強化が求められている中で、逆に就業能力の低下・劣化の動きもみられる。近

年の社会経済の変化の中で、就業能力の強化に関しては個人の自発的な取組が

従来以上に期待される一方、個人の努力だけでは難しい面もある。この点につ

いては、中長期的には法的担保について検討することが不可欠であり、「キャ

リア権」という概念が提唱されている。就業能力を高めることは、自らの就業

可能性を高めることであり、労働者個人にとって最大のセーフティネットとい

えるものである。就業能力の向上のためには、個人が学び続けるインセンティ

ブ（所得保障を含む）を与えたり、職業資格の社会的認知などの制度整備が重

要である。個人主導の就業能力の強化、キャリア形成に対して、学校、企業

(企業にとっても従業員の就業能力の強化はメリットがある）、民間等の教育訓

練機関、公的職業能力開発機関と重層的に支援していくことが重要である4。

特に、非正規労働者や若年無業者等へのキャリア形成支援や教育訓練について

社会全体で取り組むことが望まれる。

5 就業能力の強化と「キャリア権」の重要性

労働者の職業能力開発の現状､課題及び政策対応については、労働政策研究・研修機構プロジ
ェクト研究｢職業能力開発に関する労働市場の基盤整備の在り方に関する研究｣最終報告書で、詳
細な分析が行われている。

4
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社会経済が変化する中で、企業は経営戦略を見直しながら、人材ポートフォ

リオの展開、人材マネジメント改革を行っている。これまでの雇用システムの

長所(長期安定雇用、人材育成等）をも活かしつつ、その枠内に収まりきらな

い多様な就業ニーズを持った労働者(女性、高齢者等）、さらには長期雇用シス

テムの枠外に置かれている非正規労働者などに留意し、多様性を許容する、新

たなシステムの構築が必要である。就業の質と労働の質の双方を高め、生産性

の向上につながるよう、生産性と就業の質の好循環を図り、労働者､企業とも

に利益を受けるようなモデルを構築することが望まれる5。また、労働関係の

個別化の進展、多様化の進展に対応した、労働条件決定システムの整備等が求

められる6。

社会経済構造の変化や長期の経済低迷の影響等もあり、格差の拡大・固定化

が懸念されている。就業意欲の低下、社会の不安定化等を招かないよう、格差

の固定化を避けるとともに、過度の格差拡大を招かないことが重要である。こ

のため、新たな挑戦（再挑戦）を可能とする仕組みの整備、貧困層等への落ち

込みの防止とこうした層の底上げ、適切な就業条件の整備・確保を図ることが

求められ、セーフティネットの整備、特に職業能力開発、教育機会の提供・拡

充が重要である。適職選択が可能となるための支援、就職困難層等の社会参加

の促進が求められる。努力が報われ、仕事に対して納得感が得られるような社

会、という点も大事である。

特に、若年層にも広がりつつある正規労働者と非正規労働者の間の就業機会

の格差等の問題や低所得層の増加等への対応は喫緊の課題といえる。若年者の

就業支援対策の拡充、非正規の｢就業の質」の改善、社会保障政策の拡充、低

7 やり直しのできる社会、挑戦・再挑戦が可能な社会の実現

企業の経営戦略と人材マネジメント等の現状､課題及び政策の方向性については、労働政策研
究・研修機構プロジェクト研究｢企業の経営戦略と人事処遇制度等の総合的分析に関する研究｣最
終報告書で詳細な分析が行われている。
就業環境が変化する中での､集団的な労働条件決定システムの現状と課題及び今後の政策対応

について、労働政策研究・研修機構プロジェクト研究「労働条件決定システムの再構築に関する
研究」最終報告書で詳細な分析が行われている。

5

6

6 新たな雇用システム等の整備
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所得層への支援（住宅政策・福祉政策・教育政策の拡充）、所得再分配機能の

見直しを図ることが重要である。

中央における財政制約の強まり、地方分権の推進、地域間の雇用情勢の格差

等を背景に、各地域において、地域の特性を踏まえながら、雇用政策と他の政

策との連携を図り、質・量の伴った就業機会を確保し、地域社会の活性化を図

る必要性が高まっている7。他方、就業を通じた社会参加、コミュニケーショ

ンの形成の場を考える場合も地域が基盤となろう。つまり、我が国全体として

全員参加型社会を構築していくためには、国レベルだけでなく、地域レベルで

も独自の雇用戦略を策定し、地域社会の活性化を図ることが不可欠といえる。

国、地方政府、企業、労働者個人、NPO等が一体となって、地域雇用戦略に

取り組むことが重要である。なお、第3部第3章「ワーク・ライフ・バランス推

進のための地域雇用戦略」(樋口論文）では、ワーク・ライフ・バランスとい

う観点から地域雇用戦略の展開について考察を加えている。

また、雇用戦略を進めていく上での政策の資源配分や政策運営についても、

次のように論点を整理できよう。

本研究の議論の中から、社会経済情勢の変化、資源制約の下で、政策対象、

政策資源の配分等について、より重点をおくべき層が、ある程度示唆されると

いえる。従来は、単純化して言えば、常用正規労働者への政策対応が中心とい

えなくはなかった。社会経済環境の変化、就業ニーズや働き方の多様化・個別

化等が進む中で、様々な層への対応がより重要となってきたといえる。ただし、

資源配分の在り方を見直すとしても、真に政策対応が必要な層への資源投入は

8 地域雇用戦略の重要性

1 政策資源の配分の在り方について

地域の雇用情勢､雇用創出等の現状と課題及び政策対応については、労働政策研究・研修機構
プロジェクト研究｢失業の地域分析に関する研究｣最終報告書で詳細な分析が行われている。
7

政策資源の配分、政策主体等の今後の組み合せ等第３節
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欠かせない点、考慮すべきである。

具体的には、働き方やライフステージ等の観点から政策資源の配分について

着目すると、以下の４つの項目に整理することができよう（個別の項目では内

容の重なるものがある）。

（1） 非正規労働者、無業者等への政策資源の配分の重要性

社会経済構造の変化、長期の経済低迷の影響等を反映し、非正規労働者が多

く増加し、若年無業者も依然として多い状況にある。非正規労働者や無業者は、

就業機会や就業能力を高める上で弱い立場にあり、こうした層がより良好な就

業の場を得、能力発揮が可能となるような支援が重要であり、中でも公の役割

が大きいと考えられる。

また、全員参加型社会を作るには、就業意欲や能力が有効に活用されていな

い、逆にいえば、就業参加の拡大余地が相対的に大きい層である女性、若者、

高齢者への対策や就職困難層への対応が重要となっている。多様な就業ニーズ

に応じながら、きめ細かな対応が求められる。

（2） 人生前半への資源配分の強化の必要性

従来、我が国は学校(生徒､学生)から職業(社会人)への移行が比較的良好で

あったこともあり、若年雇用政策の比重は小さかった。しかし、現在、若年の

雇用情勢は、年齢計に比べて失業率が高く、フリーターや若年無業者は多く存

在し、低収入層の増加もみられるなど、厳しい状況となっている。若者はこれ

からの我が国の社会経済を担う者であり、フリーター等の状況が継続すれば、

職業能力の蓄積がなされず、中長期的にも経済の生産性の低下、社会保障シス

テムの脆弱化、少子化の進展等を招くおそれがある。また、女性の年齢階級別

労働力率にみられるM字型カーブは依然として解消されておらず、仕事と育児

の両立が大きな課題である。人口減少下の人材の有効活用、少子化対策という

点からも、若年層の自立支援、子育て支援は、喫緊にとり組むべき課題となっ

ている。

なお、我が国の教育支出のGDPに占める比率はOECD平均を下回っている8。

OECD”Education at a Glance”による。8
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社会保障支出のGDPに占める比率もOECD平均を下回っている（失業率が相対

的に低いことも一因である。特に現役世代に相当する社会保障支出(広井(2006）

による区分で失業、積極的労働市場政策支出、住宅、家族、障害、その他）の

GDPに占める比率もOECD主要国より低い水準となっている9。)。なお、日本

の社会保障支出の特徴は、従来、高齢期(退職期）にリスクが集中していたこ

ともあり、高齢者関係（年金、医療等）の比重が高くなっている。しかし、前

述のように、近年では、人生前半期のリスクが増しており、対策の重要性が高

まっている。

現在、政府も若年層の雇用対策、子育て支援対策に積極的に取り組んでいる

ところであるが、人生前半期における公助等の政策資源の配分を強化し、一層

の支援を行うことが望まれる。その際、学校（若年対策の場合）、企業、家族、

地域社会、行政等の連携を図りながら総合的な支援策を行っていく必要がある。

（3） 職業生涯の長期化等への対応(中高年期の就業能力の向上）

社会経済の変化の激しさが増し、ＩＣＴの急激な発展や事業の見直し等がみ

られる中で、労働者にも的確な対応が要求されているが、中高年層は、若年層

に比べ、こうした変化への迅速な対応は難しいとみられる。職業生涯が長期化

している中で、変化への対応を図るため、中高年層においても、自己の職業能

力について見直し、学び続けていくことが、求められる。中高年層の就業能力

向上などへの支援が必要となろう。

（4） 世代間・世代内の資源配分の在り方

我が国の租税・社会保障による所得再分配は、世代間が中心で世代内の再分

配は小さくなっているが、今後は、(税制等による)所得階層間、同一世代内の

再分配をさらに検討することが望ましい。

また、多様な働き方、ワーク・ライフ・バランスの実現による全員参加型社

会の実現は、特定の世代に仕事が集中するのでなく、各世代で仕事と生活時間

を適切に配分することにより、全員の社会参加を実現するものともいえる。

OECD”Social Expenditure Database”､広井(2006)。9
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社会経済システムは、個人(自助）、企業(共助）、政府(公助）が互いに関連

しあって成り立つものである。この三者の組み合わせ方は唯一といった正解は

なく、時代、社会等で様々なパターンがあると考えられる。この組み合わせは

政策の枠組みや資源配分でも同様である（ここでの政策は、特定の目的(例え

ば能力開発)を達成する手段を指し、実施主体・資源を政府のみに限定してい

ない。なお、自助は個人や家族、共助は企業を中心とするが地域コミュニティ

等も含むものとする。公助は国､地方自治体等の公共部門をさす。)。

これまで、労働政策は、政府（公助）のほか、結果的に企業（共助）が担っ

ていた面(長期雇用下の人材育成等）が強く、自助の役割は小さかったといえ

る。しかし、競争激化、知識社会化、働き方の多様化、就業意識の変化等の中

で、労働者が主体的に職業キャリアを築いていくことが重要となっている。こ

うした中で、個人(自助）の役割が増している。しかし、個人には、様々な制

約要因(時間、金銭、情報等）があり、失業等リスクへの対応にも限度がある。

従って、個人が自律的な働き方を選択できるような支援やセーフティネットの

整備が必要不可欠であり、政府（公助）の役割は重要といえる。また、企業も、

競争に勝ち抜くためは、多様な人材の能力発揮を促す必要があり、個人への支

援は企業にとっても有益であろう。企業（共助）の役割も依然重要といえる。

なお、新たな公共的な仕組として、地域のコミュニティ、NPO等が一定程度

の役割を果たすことも期待されよう(共助の新しい動き）。 また、政府の中で

も、前述したように、地域（地方自治体）の果たすべき役割がこれまで以上に

重要となってくる。

時代環境と地域の特性に合わせて、自助と共助と公助の分業と協業のバラン

スが取れたものとしていく必要がある10。

こうした､自助、共助、公助の機能・役割分担については、第3部第4章の

「雇用戦略における自助・共助・公助」(諏訪論文）で、より詳細な議論展開が

行われている。

諏訪(2005b)も参考とした。10

2 自助（個人）、共助（企業等）、公助（政府）の役割分担
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前述したように、日本の社会保障支出全体のＧＤＰに占める比率は、ＯＥＣ

Ｄ平均を下回っている。また、労働市場政策支出、特に積極的労働市場政策支

出のＧＤＰに占める比率も低くなっている11。第1部第4章でも指摘したように、

職業訓練支出のＧＤＰに占める比率も低い。こうしたことの背景としては、失

業率が低いこと、ある程度、企業、家族が、結果的に雇用保障、人材育成、社

会保障等の機能を果たしていたこと、これまで、公共事業（我が国はＧＤＰに

占める比率は、ＯＥＣＤ主要国より高い）が事実上、景気対策として活用され、

また地方に厚く配分されており、結果的に雇用維持の役割を果たしてきたこと

が挙げられる。しかし、現在では公共事業は抑制基調となっており、企業行動

や家族の世帯構造も変化がみられる。また、前述したように、教育支出(特に

公的教育支出）のＧＤＰに占める比率はＯＥＣＤ平均を下回っており、このま

までは国際競争の激化や知識社会への移行に対応できるのかという疑問が生じ

ている。以上のような環境変化の中で、教育政策、労働政策(特に積極的労働

政策）の重要性は高まっていると考えられる。ＯＥＣＤの新雇用戦略のレポー

ト等でも、教育や職業訓練等積極的労働市場政策の有効性を検証している。中

でも重要な4つの柱の一つに、｢労働力のスキルとコンピテンシーの開発促進」

を挙げている。社会保障政策もセーフティネットとしての役割が大きい。

政府全体として、行財政改革に取り組んでいく必要はあるが、雇用、教育､

社会保障はいわば社会基盤であり、公助の役割が期待されるところであるとと

もに、社会全体の安定性や生産性向上への寄与が期待されることから、これら

の政策の充実・強化を図ることは検討される余地があろう。

雇用戦略を進める際、政策運営については､次のような点が重要といえよう。

（1） マクロ経済政策の重要性

まず、雇用戦略を進める上で、適切なマクロ経済政策の重要性が挙げられる。

3 政府の政策間の資源配分：教育、労働政策、社会保障政策への資源配分

OECD  Employment Outlook11

4 政策運営の在り方
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マクロ経済政策による安定的な経済成長の実現は、全員参加型社会を図ってい

くための基本条件といえる。ＯＥＣＤの2006年の新雇用戦略でも、マクロ経済

政策の有効性を指摘し、政策の4つの柱の一つとして、適切なマクロ経済政策

の設定を掲げており、これは先進国共通の認識でもある。

（2） 効率性と公平性の両立

留意すべきことは、効率性と公平性の両立、成長と分配の公平性の両立につ

いて、必ずしも相反するとは限らないということである。機会の平等を確保し、

就業能力の向上を図る教育政策、労働政策は、生産性の向上につながり、経済

成長(とその結果としての格差の是正）に資することを通じて、両立に貢献す

ると考えられる。機会の平等を確保するには、ある程度結果としての格差が広

がりすぎないよう是正する必要もある(例えば、親の世代の資産等の格差が子

供世代に継承されることによる格差の再生産を防ぐ）。

（3） 就業促進を基本とした一貫性のある政策パッケージの重要性

政策を遂行する際には、労働政策も含め、経済政策、産業政策、租税政策、

社会保障政策、教育政策、地域政策等の政策間の相互連携性、整合性を図り、

一貫性のある政策パッケージを採用することが重要である。併せて、政策は継

続して遂行される必要があろう。就業促進政策(就業インセンティブを高める）

を基本とし、就業インセンティブを低下させない、特定層の就業機会を低下さ

せないことが重要であり、また、各種制度は就業行動に中立的となるような制

度設計を原則とすべきである。

（4） 我が国の雇用慣行を活かした政策運営の重要性

長期雇用のような我が国の雇用慣行のメリットを活かしながら、政策運営を

進めていくことが重要である。この点、OECDの新雇用戦略でも、労働市場の

パフォーマンスを改善するための唯一のアプローチはないこと、各国の制度、

慣行にあった政策パッケージが重要である点を強調している。
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（5） 信頼、安心等社会基盤の整備の重要性

制度、慣行と関連して、信頼、安心などの目にみえない基盤(ソーシャル・

キャピタル）の重要性を指摘する研究がある（ソーシャル・キャピタルは、経

営、人的資本の蓄積、地域産業振興等に好影響）12。ソーシャル・キャピタル

という一種の社会基盤の整備を図る（信頼､安心を与える）という視点も重要

と考えられる。この点、社会保障政策等が重要な役割（安心､安全､安定を与え

るセーフティネット機能）を担うものと考えられる。

雇用戦略を具体的に策定し、進めていく場合、戦略の主体は誰がどう担うの

か(戦略の策定、戦略の実施、戦略の全体管理）、戦略の目標期間や戦略の具体

的目標(数値目標等）として何を設定するか、戦略目標実現のための政策パッ

ケージは何が適切か、中央レベルと地域レベルでの雇用戦略についてどう連携

を図るか等、を検討することとなろう。

なお、雇用戦略の策定は、行政が主体となると考えられるが、その際、政労

使で合意形成を図り、国民の理解を得ることが必要であろう(情報の周知が重

要）。その上で、戦略の実施（実施主体）に当たっては、行政、企業、個人等

が各々の立場で連携、一体となって取り組んでいくことが重要である。

（政策評価の重要性）

さらに、(戦略の柱や個別)政策の実施状況についての検証・評価を行い、そ

の結果を踏まえた上で、必要に応じ、見直しを行い、政策の効果的な実施を図

っていく必要がある。社会経済の構造変化に対応して、戦略も改定することも

必要となる。このため、いかに適切な政策評価を行うかは、雇用戦略に限らず、

政策を実施していく上で大変重要といえる。その際、個々の政策の評価だけで

なく、政策間の相互作用についても検証・評価する必要がある。

我が国でも行政機関に政策評価制度が導入されているが、早くから政策評価

が行われている欧米先進諸国の手法、経験は、我が国にとって参考とすべき点

小峰(2006b)、宮川・大守編(2004)。12

戦略の具体化に向けて第４節
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も多いと考えられる。そこで、第2部第4章では、先進諸国の政策評価の現状を

考察し、政策評価は、反事実的想定との比較（政策の対象でないとした場合の

状態と現実(政策の対象）の状態との比較）が必要なこと、安易な業績評価は

現場の士気や生産性を損ねること、データ収集と開示の体制整備が我が国の喫

緊の課題であることを指摘している。データを整備し、慎重かつ持続的な評価

研究を行うことが重要といえよう。

本プロジェクト研究は、｢我が国における雇用戦略の在り方」についての提

言が目的であり、最終報告書では、「人をあらゆる政策の中心に置き、生活の

持続可能性を確保しつつ誰もが能力を高め発揮し参加する、活力に満ちあふれ

た社会を築くこと」という基本的理念を提言し、その実現のための３つの戦略

目標及び政策の枠組みを明らかにし、基本的な政策の方向性を示した。しかし

ながら、雇用戦略を策定・実施していく際の、各主体の具体的分担、目標期間、

戦略目標数値、具体的な政策パッケージ、中央と地域の雇用戦略の具体的な連

携の在り方あるいは現状の我が国の政策の効果分析等については、深く踏み込

んではいない。これは、本プロジェクト研究の目的が雇用戦略の枠組を提示す

ることであり、雇用戦略の策定自体ではないためである。今後、雇用戦略の策

定に向けてその内容の具体化を図る際には、上記の積み残された各論に関する

検討が重要な政策研究課題となる。

本報告書が一つの契機として、行政の他、労使を含め国民広く、雇用戦略に

ついての議論が深まり、雇用戦略の策定等、今後の政策運営を進める際の参考

となり、「誰もが意欲を持って働き、自己を実現して輝くことのできる豊かで

活力ある社会の実現」が図られれば、幸いである。

今後の課題第５節
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第１章　OECD 、EUの雇用戦略の動向

我が国の雇用戦略の在り方を検討する上で、先行事例となるOECD、EU雇

用戦略の動向は、参考となる。特に、OECD、EUとも、最近見直し作業がな

されており、注目すべき点も多いと考えられるので、以下、簡単に紹介する1。

第１節　OECDの雇用戦略の動向

１　1994年雇用戦略の策定と策定後の取組み

（1） 雇用戦略策定の経緯と概要

1980年代や1990年代初めを通して多くのOECD諸国で失業率が高い水準が続

いたことから、OECDでは、1992年の閣僚理事会で、労働市場のパフォーマン

スの悪化の要因についての大規模な研究をスタートさせた。1994年の閣僚理事

会に、失業減少や雇用増加のための広範な政策勧告を含んだ分析結果がOECD

雇用研究（OECD Jobs Study）として報告、公表された。政策勧告は、マクロ

経済政策、イノベーションの創造と普及、企業家的風土の形成、労働者の技能

向上の他、労働市場規制、賃金設定、失業給付制度等労働市場政策や制度形成

に関する9つの分野にわたっている。この報告書の提言の中でJobs Strategy

（雇用戦略）という言葉が登場し、以降｢雇用戦略」という言葉が定着すること

になる。1995年には10個目の分野として製品市場の競争促進政策の勧告が追加

された。以下の10分野の政策勧告(70ほどの更に詳細な政策勧告からなる）が、

OECD雇用戦略（OECD Jobs Strategy）である。

①適切なマクロ経済政策の策定

②技術的ノウハウの創造と普及の促進

OECD、EUの雇用戦略の2000年代初め頃までの動向については、本プロジェクト研究において、
労働政策研究・研修機構(2004a)として、詳細な研究成果をまとめているので、そちらを参照され
たい。本稿では、OECD、EUの雇用戦略について最新の動向を中心に概観を行う。なお､本報告
書本文第3部第2章も参照されたい。

1
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③労働時間の柔軟性の拡大

④企業家精神が発揮できる環境の醸成

⑤賃金と労働コストの弾力化

⑥雇用保障規定の改正

⑦積極的労働市場政策

⑧労働者の技能と能力の向上

⑨失業保険給付及び関連給付制度の改革

⑩製品市場の競争の向上（この項目は、9項目の策定後に追加）

（2） 雇用戦略策定後の取組み　

1994年の雇用戦略策定後、個別のテーマに区分し、各テーマに関する詳細な

研究とさらに国別審査を実施した。EDRC（経済開発検討委員会）の各国審査

では、各国の状況に応じた政策勧告がなされた。テーマ別研究は1999年頃まで

にほぼ完了し、国別審査は1997年までに一巡目、1999年まで二巡目の審査が実

施された。実施レビューは1997年、1999年に公表されている。ELSAC(雇用労

働社会問題委員会）でも、1996年、1997年、2001年に、雇用戦略勧告のうちい

くつかの主要な勧告のフォローアップ、とくに、積極的労働市場プログラム、

making-work-pay(働いた方が得になる）、公共職業機関の機能については、詳

細な検討が行われた。その後も、雇用戦略の柱と関連するテーマ研究は行われ、

Employment Outlook等で報告されている。また、とくにイノベーション、教

育、企業家精神に関連する成長指向的な政策は、OECDの成長プロジェクトで

も広範に議論された。

２　雇用戦略の改訂(2006年)：新雇用戦略

（1） 新しい課題と雇用戦略の再評価作業

1994年の雇用戦略は、高水準で推移する失業を減らす方策に焦点をあててお

り、今でも多くの国で重要な課題であるが、労働市場への参加の障害を取り除

くことが主要な課題として浮上しており、この課題は人口高齢化の悪影響を抑

制する必要によりその緊急性を一段と高めている。さらに人や企業が技術進歩

とグローバル化によりもたらされる変化を活かすことやそのような変化に迅速
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に適応したりできるようにすることも重要な課題となっている。

2003年に行われたOECD雇用・労働大臣会合では、1994年に策定された

OECD雇用戦略は、約10年経っており、再評価の必要性を指摘し、再評価作業

を開始した。

2006年のOECD閣僚会議に、改定された雇用戦略を含む「政策レポート(仕

事と所得を高める：OECD雇用戦略の再評価からの政策的な教訓)」が報告・

公表され、また、それを分析面で根拠づける「OECD雇用アウトルック

(Employment Outlook)2006」が公表された。この作業は経済総局と雇用・労

働・社会局との共同作業により行われた。

「政策レポート」では、1994年以降の労働市場のパフォーマンスの状況を概

観し、雇用戦略の再評価(新しい証拠の提示)を行ったうえで、改定された雇用

戦略を提言している。再評価結果（新しい証拠）について、以下のような分析

を行っている。

雇用戦略は現在でも有効であるが、将来のチャレンジに対応するために改善

が必要である。

①健全なマクロ経済政策は、良好な労働市場のパフォーマンスを下支えする。

②労働参加と雇用創出への一般的な障害を取り除く政策効果について、

（i）税制・給付制度の改革や良く設計された「就労化」政策は、労働市場への

参加を支援する上で効果的であり、

(ii)雇用規制や賃金設定の慣行を調整し、製品市場の競争を促進することは、

雇用創出や実質賃金の上昇をもたらしうる、

（iii）労働者が社会で求められるスキル（right skills）を持てるようにすること

は、より多くのより良い雇用を創り出すことにつながる。

③低雇用割合グループの就業の障害を取り除き、労働市場の分断を緩和する政

策対応について（高齢者は早期引退のインセンティブを減らし職場慣行を変え

る、女性は税制改革と家庭に優しい政策の実施、若年は学校での失敗の回避と

教育と仕事の連携を密接にすることで）、低雇用割合グループ雇用を高めるこ

とが可能。失業の地域的な集中への対応や、（いくつかの国では）フォーマル

な雇用への移行促進は重要である。

④政策分野の相互作用、シナジーとマクロ経済政策の役割について、異なる構
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造政策間の相互作用が十分に発揮されれば、雇用パフォーマンスを改善する。

マイナスのマクロ経済ショックや悪い構造政策の設定は失業をもたらす。安定

指向のマクロ経済政策は重要である。

⑤政策パッケージについて、成功するための方法は何通りかある。方法の1つ

は、製品市場や労働市場の柔軟性を重視することであるが、所得の不平等化を

意味するかもしれない。もう1つの方法は、柔軟性と安定性の組み合わせであ

るが、より費用がかかる。２つのパッケージともマクロ経済の安定と製品市場

の厳しい競争、求職活動への強力な支援は共通である。

（2） OECD雇用戦略改訂版(新雇用戦略)

1994年の雇用戦略は、高水準で持続している失業の減少を主な目的としてお

り、この点での重要な提言は有効であるが、政策の焦点は拡大しており、特に

労働市場への参加、就業促進、特定層の低所得に関する懸念への考慮に、より

重点が置かれるようになった。

雇用戦略改訂版(The Restated OECD Jobs Strategy)：新雇用戦略 は、人

口高齢化等の新たな課題に対応し、失業減少だけでなく就業増加を通じた高成

長・雇用の実現を目指しており、以下の４つの柱（及び20の項目）からなる2。

柱A. 適切なマクロ経済政策を設定する

・マクロ経済政策は価格の安定と持続可能な公的財政を目指し、金利を低水準

にとどめ、投資と労働生産を高めるようにすべき。

・マクロ経済政策は、経済の安定化によりマイナスのショックが持続して過渡

的な失業が増加するリスクを減らすこと及び構造改革の成果が確実にもたらさ

れることのために用いられるべき。

柱B. 労働市場への参加と職探しの障害を取り除く

・失業給付制度と積極的労働市場政策を適切に設計し実行する。

・雇用関連給付以外の社会給付を就業促進の目的にあったものにする。

・家庭に優しい取組みを促進する。

柱Aは２項目、柱Bは７項目、柱Cは９項目、柱Dは２項目。ここでは、BとCは、柱の主な内容
を掲げた。
2
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・税制やその他の所得移転プログラムを働くことが得になるように（“make

work pay”）調整する。

柱C. 労働需要への労働・製品市場における障害に対応する

・賃金と労働コストが労働市場の発展に対応したものであることを確保する。

・製品市場における競争を高める。

・柔軟な労働時間の取組みを促進する。

・雇用保護法制が労働市場のダイナミズムを助け、労働者に安定をもたらすも

のとする。

・フォーマル雇用への移行を促進する。

柱D. 労働力のスキルとコンピテンシーの開発を促進する

・質の高い初等教育を促進し、政労使の協力に基づき労働者の能力向上を図る。

・学校から就労への移行促進を図る。

政策提言については、唯一の成功するアプローチはなく、各国の状況、政策

の相互作用を考慮に入れた上で、首尾一貫した政策パッケージを行うことが重

要であること、また、戦略は、各国の制度慣行と整合的な方法で実行される必

要があること、改革の実行には抵抗はあるかもしれないが、十分な政治意志が

あれば達成は可能であることを指摘している。

３　OECD雇用戦略の性格の変化

OECD雇用戦略の性格は、1994年の戦略策定当初は、規制緩和や、市場原理

中心的な理念が前面に出されたものであったが、1997年頃には、福祉国家的な

発想も盛り込まれるようになり、「効率」一辺倒から、「効率」と「公平」の並

存へと、当初の市場原理を中心に置いた主張は徐々に緩和されていった。効率

性の向上という概念は残されているものの、労働市場参加、社会的統合の観点

も取り上げ、公正や平等といった理念も表れてきている。これは、｢社会的統

合」を大前提とした、EUの雇用戦略が1997年にとりまとめられ、その後進展

したことも大きく影響しているものと考えられる。さらに、人口高齢化、技術

革新、グローバル化等への対応を図るため、改定された、2006年の新雇用戦略

では、適切なマクロ経済政策運営、労働市場への参加促進、労働需要の障害の
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除去、人材育成等を主要政策とし、政策パッケージの一貫性を求めている。こ

の点でも、EUの｢成長と雇用のための統合指針」(2005年)と似た内容となって

おり、両方の戦略とも大枠の方向性は収斂してきている。この他、適切な労働

政策は雇用への良い影響をもたらすこと、各国の状況に応じた改革手法の実行

といった指摘も含め、我が国の雇用戦略検討の参考となる点は多いと考えられ

る。

第２節　EU雇用戦略の動向

１　EU雇用戦略の策定の背景

EU雇用戦略（European Employment Strategy）は、1980～90年代にかけて

の低成長経済の下での高失業率の持続という深刻な雇用・失業情勢への処方箋

として、規制緩和や市場原理を中心に置いて1994年に策定されたOECDの雇用

戦略(The OECD Jobs Strategy)に対応する形で1997年に取りまとめられたもの

である。

本戦略の底流には、検討過程で示された、市場競争による激しい競争環境の

下では、弱者が社会から排除される危険性が高いことを考慮し、排除ではなく

仕事を通じて国民全体を社会に統合する連帯の道を選択することを目指すもの

であるというものが流れている。

1993年に「成長、競争力、雇用－21世紀への挑戦と進路」（通称「ドロール

白書」）が公表され、労働市場の硬直性を構造的失業の原因とし、労働市場の

柔軟性を高め、企業の競争力を高めるための措置について加盟国に対する提言

がなされた。さらに、1993年～94年にかけて公表された白書において、福祉国

家の背後にある連帯という価値観は断固堅持すべきだとしつつ、それまでの所

得の再配分という消極的な連帯方式の在り方から経済活動に参加する機会のよ

り良い分配という積極的な連帯方式にシフトしていくべきだとし、これからは

雇用に最優先順位を与え、すべての人を社会に統合していくことが目標になら

なければならないとの提言がなされた。以上の諸白書による提言では、その後

のEU雇用戦略の基本となる考え方が示された。
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２　EU雇用戦略の策定とその後の動向

（1） EU雇用戦略の策定とリスボン戦略の提示

1997年6月にアムステルダム条約が合意された。同条約の雇用政策条項にお

いて、EUとしての雇用政策に係る政策協調サイクル3が規定された。さらに、

同年11月の「ルクセンブルクにおける特別欧州理事会」（通称「ルクセンブル

ク雇用サミット」）において、①エンプロイアビリティ（就業能力）、②起業家

精神、③アダプタビリティ（適応能力）、④機会均等、からなるEU雇用戦略の

中核となる４つの柱が打ち出され、それ以降の雇用指針に明記された。特に、

最初の雇用指針では、エンプロイアビリティの向上に関する施策として最も重

視された若年失業者、長期失業者に対する積極的雇用政策の促進に関する数値

目標が設定された。

2000年のリスボン欧州理事会（通称「リスボン雇用サミット」）4では、4本

柱の上位に位置付けられる「フル就業」という目標が設定された。これは、高

齢者や女性、社会的弱者など非労働力化している人々を広く仕事を与えること

によって労働市場に参入できるようにし、社会に統合するという理念を具体化

したものであり、就業率という数値により測定される。

（2） 2003年の中期指針の策定

2003年に策定された雇用指針においては、それまで毎年見直しが行われてい

たものに替わり、2010年までの３部構成からなる中期指針が示された。第1部

では、「フル就業」、「労働の質及び生産性の向上」、「社会的結束と統合の強化」

の３つからなる全体目標が示されている。第２部では、第１部の３つの全体目

標を具体化した10の分野について具体的な数値目標が提示され、第３部では、

関係者の関与、行政体制等について示されている。

2004年のブリュッセル欧州理事会において、2000年のリスボン戦略の中期見

直しのための検討が開始され、その結果、経済政策と雇用政策、社会政策が経

欧州理事会の「結論」→閣僚理事会の「雇用指針」→加盟国の「年次報告」→閣僚理事会の「検
査」と「勧告」→閣僚理事会と欧州委員会の「合同年次報告」→欧州理事会の「結論」というサイ
クル。なお、目標の達成について拘束するが、目標を達成するための手段については拘束はない。
リスボン雇用サミットで示された経済・社会政策の包括的な方向性については、通称「リスボ

ン戦略」と呼ばれる。

3

4
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済成長と雇用の促進という単一の目標に向けて整合化されるべきである旨の報

告が行われた。これを踏まえ、2005年の欧州委員会報告において、これまで

別々に行われてきた経済政策、雇用政策及び社会保護政策に関する政策協調戦

略を一本に集約化すべきという提案が行われた。

（3） 2005年の戦略中期見直し

2005年には、上述の2004年以来の検討を受けて包括的経済政策指針と雇用政

策指針が事実上統合され、６つのマクロ経済指針、９つのミクロ経済指針、８

つの雇用指針の３部分からなる「成長と雇用のための統合指針」が示された。

これにともない、分野ごとに別々に作成されていた加盟国による国別行動計画

も「成長と雇用のための行動計画」に一本化されることとなった。この新たな

形となった指針に基づく政策サイクルは、３年単位とされ、2005年から開始さ

れ、2008年に見直しが予定されている。雇用指針部分では、フル就業、労働の

質及び生産性の向上、社会及び地域的統合の強化という基本目標と、①より多

くの人々を雇用に引き付け、社会保護制度を現代化する、②労働者と企業のア

ダプタビリティと労働市場の柔軟性を高める、③教育と技能訓練を通じて人的

資本への投資を増やす、という３つの柱のもとに８つの指針が掲げられるとい

う形となっている。

３　EU雇用戦略の動きと我が国への示唆

以上のように、現在のEU雇用戦略は、1993～94年にかけて公表されたドロ

ール白書その他で示された「福祉国家の背後にある連帯という価値観は堅持し

つつ、経済活動に参加する機会のより良い分配という積極的な連帯方式にシフ

トしていく。これからは雇用に最優先順位を与え、全ての人を社会に統合して

いくことが目標にならなければならない。」という基本的な考え方及び2000年

のリスボン雇用サミットで示された「フル就業」という理念を柱にしているも

のといえる。これに2003年の雇用指針に示された「労働の質及び生産性の向上」、

「社会的結束と統合の強化」を軸に置きながら、より現実に見合った実効性の

ある具体的目標設定の在り方が模索されている。

翻って、我が国についてごく大雑把に見れば、戦後、20世紀末までは成長経
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済と長期雇用を前提とし、成長を維持するための政策を、それほど政策間相互

の関連性を意識することなく実施していても円滑な経済運営が実現されていた

といえよう。

しかし、今後、少子高齢化と人口減少の進行、グローバル経済化とICT拡大

の下での知識・技術等を要する分野での世界的競争の激化などの中での社会経

済構造の大きな変化が見込まれるところである。したがって、今後は、知識・

技術・技能等人的資源の重要性と一人ひとりの希少性が高まっていく。

こうした中で、人々が意欲を持って生き生きと生活し、活力ある社会を実現

していくためには、中長期的観点からすべての政策の一貫性を確保した上で、

「人」を中心においた経済及び雇用政策運営がなされることが望まれる。こう

した政策運営を行っていくためには、我が国においても、中長期的観点からの

雇用戦略を策定していくことが求められる。その際、「仕事を通じて国民全体

を社会に統合する」という基本的考え方に基づいて策定され実施に移されてい

るEU雇用戦略は、我が国における雇用戦略検討に対する示唆に富んだもので

あるといえよう。
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第2章　国内シンポジウム（労働政策フォーラム）「未来を拓く

雇用戦略－30代社員が挑戦する仕事の世界－」の概要

雇用戦略の中間報告（2006年5月）では、十数年先の社会を見据え、（1）誰

もが就業等を通じて参加できる社会、（2）仕事と生活の両立が持続可能な社会、

（3）自らのキャリアを十分に形成し得る社会、という三つの戦略の柱を掲げて

いる。この柱は､働く全ての人々に関わるが、特に、現在、社会の第一線で活

躍し、今後も中核を担う若い人たちにとって大きな意義を持つ。そこで、労働

政策研究・研修機構（JILPT）は、雇用戦略研究の意義を広く世に問うべく、

2006年7月5日に国内シンポジウム（労働政策フォーラム）を開催し、雇用戦略

の研究成果の発表に加え、企業で活躍中の30代の社員を交えたディスカッショ

ンを通じて、ワーク・ライフ・バランスの実現、キャリア形成などについて議

論を行った。

1 問題提起「いま、なぜ雇用戦略か？」

早稲田大学鈴木宏昌教授（雇用戦略研究会座長）より、雇用戦略が必要とな

った背景、我が国の雇用戦略の方向性について、講演を行った。

（講演概要）

第1次石油ショック以降、失業問題の解決が先進国の課題となり、様々な政

策がとられた。雇用政策に対するコスト負担はアメリカ、イギリス、日本は低

く、デンマーク、オランダは高い。近年は、①競争激化による高度人材の育成

の必要性、②働き方の多様化とワーク･ライフ・バランスのニーズの高まり、

③早期退職等非労働力人口の増加に伴う社会保障の財源問題、④長期雇用モデ

ルの風化による雇用保障の見直し、という要因から、雇用の量（失業対策）と

ともに雇用の質に関心が高まった。そこで、個別の雇用政策に、一貫した方向

性（中期目標）を与える試みとして雇用戦略がOECDやEUで取組み始められ

た。

OECDでは、1994年に雇用戦略の報告書が出され、市場原理が強調され、労

働時間、賃金あるいは雇用保障の規制緩和や弾力化が提唱された。2006年6月
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に雇用戦略が改訂され、①適切なマクロ経済政策、②労働市場への参加と職探

しの障害の除去、③労働需要への労働・製品市場における障害への対応、④労

働力のスキルとコンピテンシーの開発の促進の4つの柱からなっている。

EUでは、1997年のアムステルダム条約でEUに雇用政策協調の権限が与えら

れ、雇用指針の作成と各国の政策評価がシステム化された。2000年のリスボン

戦略では、EUのグローバル競争力を高めるため、知識をベースとした社会・

経済体制の強化が謳われ、2010年までに達成すべき中期目標が定められた。雇

用分野では、①全体の就業率70%、②女性の就業率60％、③55～64歳の就業率

50％、④退職年齢の5歳引上げ、⑤育児施設の改善等となっている。2005年に

採択された雇用政策指針（2005～2008年）では、基本目標は、フル就業、仕事

の質及び生産性の向上、社会及び地域的統合の強化とされた。

先進国の動向を踏まえ、我が国の雇用戦略の方向性を考えると、雇用関連支

出が国際的にみて低い、特に職業訓練支出が少ないことが課題である。

雇用の質の面では、①高度な専門技術者の育成面で近隣アジア諸国に対する

競争力の喪失の懸念、②多様な働き方が広まる中での非典型労働者のキャリア

と技能養成、③一般的にキャリアアップのための訓練機会の確保、④長期雇用

が例外になりつつある中での生涯教育・訓練の構築、が課題として指摘できる。

特に、労働意欲のあるすべての人への教育・訓練の機会が確保される必要があ

る。

2 基調講演「個人がかがやく雇用戦略」

慶應義塾大学樋口美雄教授（雇用戦略研究会委員）より、雇用戦略の具体論

について、講演を行った。

（講演概要）

今後の雇用対策を考える際、先進諸国に共通する問題点として、①少子高齢

化、②経済のグローバル化、③技術変化の加速化の3つがある。3つの問題点を

解決するための結論も共通であり、いろいろな制約のある個人が能力を高め、

意欲を持って働ける社会を構築することである。このためには、個人を真ん中

に政府、企業、労働組合、学校、地方自治体、NPOも戦略づくりに参加する

ことが必要である。
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その際、雇用対策にとどまらず、目的に即した首尾一貫した個別戦術の統合

が必要である。我が国では、この点十分に意識されていない面があり、1986年

前後に、女性の積極的な社会参加を目的とする男女雇用機会均等法の制定と、

配偶者特別控除の新設、第3号被保険者制度の新設といった、一定の所得を超

えて働くことにブレーキをかける政策といった、政策間の矛盾がみられた。

戦略を策定する際の中間目標としては、ミクロ（個人）とセミマクロ、マク

ロとの整合性を図ることである。具体的な戦略としては、（1）就業率の上昇

（社会的扶養率の低下）、（2）仕事と生活の両立、（3）自らのキャリアの形成、

の3つを相互に関連させて推進することが重要である。

就業率の上昇について、これまでは、失業率を下げることに力点が置かれて

きたが、失業率は、失業者が求職をあきらめ非労働力化することでも低下する。

非労働力人口が増えても、特に人口減少社会では、得にならない。大事なのは、

働いてもらうことである。このため、①雇用の量と質の確保が重要であり、高

質な雇用機会を用意し、働ける環境、能力を発揮できる環境を整えることが求

められる。今までのように公共事業を通じて受け皿を作る時代ではなく、地域

による雇用創出戦略が必要である。また、雇用形態の多様化に対して均衡処遇

が必要である。②セーフティネットを再構築し、個人に対し、挑戦する意欲を

高めるよう支援を行うことが必要である（EU雇用戦略「殻の保護より翼の補

強へ」）。雇用促進的な税・社会保障制度、能力開発支援・コンサルティング機

能・マッチング機能の強化等が求められる。③職種別労働市場の形成が必要で

ある。企業を超えて人材が必要なところに移動し、労働資源の有効活用が可能

となる。

仕事と生活の両立支援について、個人の選択肢を増やすことが目標である。

①このため、ワーク・ライフ・バランス推進基本法を制定すべきである。現状

の労働市場の二極化（長時間の正規雇用と低賃金不安定な非正規雇用に分断）、

所得格差の拡大、少子化の進展はワーク・ライフ・バランスが崩れていること

が根本にある。②その他、育児支援も必要である。

自らのキャリア形成については、個人で選択できるようにすることが目標で

ある。従来は企業が個人に対し保障し手当する代わりに拘束する関係だった。

環境変化に対応し、自己責任の時代へと変わってきたが、そのための環境は整



337

参考資料

備されていない。①個人が仕事を選択できる権利の拡大、②時間的制約を緩和

する支援策、③経済的制約を緩和する支援策、④個人が身につけた能力が評価

される、企業内あるいは社会的な仕組みが必要である。

重要なのは、企業による支援であり、個人が輝ける戦略を企業の人事戦略と

どう調和させていくかが課題である。両者は必ずしも対立概念ではない。3つ

の具体的目標を達成する上で両者は同じ方向を向いているはずである。個人に

とって良い企業とは何かが問われている。

3 報告「これからの雇用戦略－JILPT雇用戦略・中間報告の概要」

当機構の松淵情報管理課長（前雇用戦略部門主任研究員）から雇用戦略研究

の中間報告の概要を報告した。

（講演概要）

雇用戦略研究については、海外の先行事例の検討から始めた。OECDやEU

の策定事例から、雇用戦略を策定する意義とは、中長期的観点からの雇用戦略

の理念や、それに基づいた目標・政策の方向性の提示、及び、目標の実現に向

けて、雇用関連に限定することなく幅広い政策の実施を担保する仕組みの確保

を図っていくことと言える。

我が国の経済社会の環境変化としては、①情報通信技術の急速な発展、グロ

ーバル経済化の進展とそれに伴う知識・技術等を要する分野での世界的な競争

の激化、②人口減少により労働力や財政面での資源制約の一層の強まり、③イ

ノベーションが付加価値を生む源泉となる多様な知恵の時代への本格的な移

行、が挙げられる。

こうした環境変化に対応し、将来の我が国の経済社会を活力あるものとして

いくためには、①付加価値を生む最大の源泉となる人的資源の蓄積と有効活用

が図られるようにしていく必要がある。②すべての人々が社会を支える側に回

ることを可能とし、社会から排除されることがないようにする。③人々が安心

して能力開発に取り組み、社会経済の持続性の確保に貢献していくことができ

るようにすることである。以上の3点に共通するものは、経済活力を生み出す

最も重要な要素は「人」であるといえる。

以上を踏まえると、雇用戦略の方向性は、中長期的観点から可能な限り政策
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対応の一貫性を確保した戦略的な対応を行い、また、すべての政策の中心に人

が位置づけられるようにすることである。

そこで、JILPTとして、「人をあらゆる政策の中心に置き、生活の持続性を確

保しつつだれもが能力を高め発揮し参加する、活力に満ちあふれた社会を築く

こと」を基本理念とする雇用戦略を中間報告で提示した。

また、雇用戦略の基本理念を実現するための3本の柱を提示した。これは、

国、地方政府、企業、労働組合、NPO、国民一人ひとり、各レベルの各主体

に求められる対応についてまとめたものである。

（1）就業促進を基盤とした全員参加型社会の構築・・これは、誰もが社会との

つながりを持ち、就業を中心とした社会参加を可能にしていくことである。具

体的には、働くことを通じて能力を有効に発揮し、また納得感、満足感を感じ

ることができる社会にしていくということである。コミュニケーションを通じ

て全員が社会とかかわり、排除されるものがない社会にしていくことであり、

地域また社会全体でコミュニケーションを図っていく必要がある。このため、

地域レベルにおける対応も重要であり、地域における雇用戦略の策定が求めら

れる。

（2）就業の質の確保と就業インセンティブの向上・・これは、人々の仕事と生

活を持続可能なものとすることにより、社会経済の持続性を高めていくという

ことである。具体的には、仕事と生活を調和させ、また、適切な仕事と生活の

時間配分を図ることで人々が意欲や能力を高め、仕事を通じた満足感を得るよ

うな就業環境の整備を図ることであり、ここでは「就業の質の確保」と呼んで

いる。就業の質の確保を通じて、生活の質、労働意欲の向上、生産性の向上、

さらには社会の持続性の確保といった好循環が図られる社会にしていくべきだ

と考えている。

（3）キャリア権を基軸としたキャリア形成支援・・これは、変化が激しい中で、

キャリアの断絶リスクを低減していくという考え方である。｢キャリア｣とは、

職務経験の蓄積や連鎖という意味である。具体的な内容として、個人がみずか

ら就労してキャリア形成、職務経験の蓄積、連鎖を図っていくための理念、ま

た規範としてのキャリア権という概念が提唱されている。誰もがキャリアを円

滑に形成できるようにする環境・体制の整備が必要であり、政策主体、また各
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企業や個人においてもそうした認識を高め、尊重していくことが必要である。

4 パネルディスカッション「30代社員が挑戦する仕事の世界」

パネルディスカッションは、 企業等で活躍する30 代社員に焦点を当てた。

これは、彼らが、第一次オイルショック前後に生まれ、青少年期にバブル経済

を経験し、失われた10～15年を働き抜き、現在、時代を背負う存在となった世

代であり、いろいろな意味で、時代の転換期を渡りつつある世代であるからで

ある。法政大学諏訪康雄教授をコーディネーターとし、30代社員（当機構研究

員を含む）のパネリスト（氏名等はプログラム参照）5名によるパネルディス

カッションを通じて、キャリア形成やワーク・ライフ・バランスの実現につい

て議論を行った。（パネルディスカッションの内容の詳細は労働政策研究・研

修機構『ビジネス・レーバー・トレンド』2006年8月号参照。）

〔労働政策フォーラム〕

未来を拓く雇用戦略

――30代社員が挑戦する仕事の世界――

日時：2006年7月5日（水）13:30～17:00

場所：大同生命霞ヶ関ビル6階会議室（東京都千代田区霞ヶ関1－4－2）

プログラム：

13:30-13:35 主催者挨拶

小野　旭／JILPT理事長

13:35-13:50 問題提起「いま、なぜ雇用戦略か？」

鈴木宏昌／早稲田大学商学部教授・JILPT特別研究員

13:50-14:15 基調講演「個人がかがやく雇用戦略」

樋口美雄／慶應義塾大学商学部教授・JILPT特別研究員

14:15-14:30 報告「これからの雇用戦略－JILPT雇用戦略・中間報告書の概要」

松淵厚樹／JILPT情報解析部情報管理課長（前雇用戦略部門主任

研究員）
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14:30-14:45 ブレーク

14:45-17:00 パネルディスカッション「30代社員が挑戦する仕事の世界」

パネリスト：　

釜鳴恵美／ジョンソン・エンド・ジョンソン（株）メディカルカ

ンパニー人事総務本部人事部人事企画グループ

川戸義満／イオン（株）2020年グループビジョン策定プロジェク

トチーム

杉村多恵／トヨタ自動車（株）人事部企画室　制度・システムグ

ループ

渡邉朋弘／東日本旅客鉄道（株）人事企画グループ

原ひろみ／JILPT雇用戦略部門研究員

コーディネーター：　

諏訪康雄／法政大学大学院政策科学研究科教授・JILPT特別研究

員



341

参考資料

第3章　国際シンポジウム　｢欧州雇用戦略からなにを学ぶか

－わが国の政策への示唆－」の概要

欧州では、1990年代にOECDとEUが雇用戦略を提起し、雇用失業問題の総

合的な分析と、それに基づく政策を打ち出した。欧州各国では、それらの雇用

戦略を受けて、積極的な雇用政策を展開している。我が国でも1998年以降、失

業率の急上昇、若年失業者や長期失業者の急増など欧州と共通の問題に直面し、

雇用戦略の重要性が増している。そこで、労働政策研究・研修機構（JILPT）

は、日本における雇用戦略の在り方を考える上での示唆を得るため、欧州から

研究者を招き、欧州雇用戦略に関する国際シンポジウムを2004年10月8日に日

本で開催した。

第1部は、欧州から招いた3人の研究者による講演である。

最初は、パリ第一大学、ベルナール・ガジェ教授による「欧州における労働

市場政策：現状、問題及び展望」である。

（講演概要）

論点は3つである。第1に欧州の雇用状況について、第2に労働市場政策に影

響を与えるトレンドについて、第3に、政策上の2つの主要な論点についてであ

る。

欧州の雇用状況について、アメリカと比べると回復が遅い。失業率は、EU

は、平均ではアメリカより高いが、失業率の低い国もある。就業率は、若年と

高齢者はアメリカより低い。また、欧州では、高齢化が今後の大きな課題であ

る。

労働市場政策は、欧州は積極的である。

欧州の労働市場政策に影響を与える3つの主要なトレンドとして、アクティ

ベ－ション、民営化、分権化がある。

アクティべーションについては、積極的労働市場政策と受動的労働市場政策

の支出配分の変更、失業者を採用する企業への助成、失業給付を就労促進的な

仕組みにする等、様々な定義、手法がある。
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民営化・分権化の取組について、地域の職業紹介所の自主性を高める、官民

の職業紹介所間の競争を促し、職業紹介市場を整備することがある。オランダ

では、職業紹介の民営化が、2000年に実施された。入札方式を導入し、公共の

役割は情報のネットワーク化、基本的な職業紹介だけとなった。改革の評価が

出たが、様々な欠点が指摘されている。

EUの雇用戦略は、完全な戦略とはいえない。加盟国の政策に依存しており、

加盟国の責任にゆだねられている。EUでは調整を行っている。雇用戦略共通

の目標、指標を設定し、国別に評価を行っている。

最後に、ユーロクレロース（欧州硬化症）とフレキシキュリティ

（flexicurity）の2つについての議論である。フレキシキュリティ（flexicurity）

は、フレキシビリティ（flexibility：柔軟性）とセキュリティ（security：保障）

の造語であり、どう両者を組み合せるかという問題である。

欧州硬化症については、欧州は、人件費が高すぎる、労働者が過保護である

とか怠惰であるとかという議論がされている。しかし、問題の元凶は、生産

（産業構造）の特化が不十分、訓練システムが不十分、マクロ経済政策の選択

肢が少ないということである。

第2の議論はフレキシビリティ（flexibility：柔軟性）からフレキシキュリテ

ィ（flexicurity：柔軟性と保障）への移行である。規制緩和を進めるのか、国

家の管理による柔軟性を進めるのかというのが最初の選択肢として議論とな

る。国家の管理による柔軟性とは、異なる契約により異なるルールが敷かれる

ということである。新しい議論としては、職業訓練と職業紹介、就職支援や

（一時的な）雇用機会の提供等複合的なプログラムが実施されている。

労働市場政策は、欧州の現在の政策努力の核であり、拡大傾向となっている。

次の報告は、ILO雇用戦略部門雇用研究チーフ、ペーター・アウアー博士に

よる「4つの欧州小国における労働市場の成功」である。

（概要）

欧州の労働市場は硬直的であり、失業が広がっているといわれる。こうした

中で、オーストリア、デンマーク、アイルランド、オランダの4つの小国が成

功をしている。
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4か国（平均）は、失業率は低く、成長率は高い。就業率もアメリカよりや

や低いが、EU平均、日本を上回っている。

4か国のうち、オランダ、デンマーク、アイルランドは失業率が高い時期が

あったが、構造改革を行い、失業率が低下した。オーストリアは失業率はもと

もと低水準であるが、国有産業の民営化が進展した。労働市場の柔軟性を、勤

続年数で評価すると、小国4か国は、ヨーロッパの大国（イギリス、ドイツ、

フランス）、日本と比べ、勤続年数1年未満の割合は高く、10年以上の割合は低

く、平均勤続年数も短く、労働市場の柔軟性が高い。

4か国の共通要素として、マクロ経済政策・環境、労働市場政策、社会的対

話の3つがある。マクロ経済政策・環境要因は、アメリカの景気拡大、欧州の

地域統合、安定志向の金融財政政策である。

社会的対話について、この4か国全て社会的合意がある。交渉に基づくもの

であり、成功の大きな要因である。社会的対話が行われるには、危機があると

いう共通の理解、対話を行う意思、対等なパートナーという精神、対話のため

の制度、対話に積極的な政府が必要である。社会的対話の成果として、賃金抑

制、福祉改革の実現、良好な労使関係による景気回復、雇用の成功が挙げられ

る。全体として平等性と効率のバランスがとれている。

労働市場政策について、社会保障を提供するだけでなく、柔軟性も提供して

いる。積極的労働市場政策が行われている。失業給付を受ける権利だけでなく、

訓練を受け積極的に労働市場に参加する、職を探す義務もある。

社会保障と雇用保護との間のトレードオフについて整理すると、雇用保護の

度合いが高く、労働市場政策に対する支出が少ない国は、トレードオフがない。

デンマークの場合、雇用保護のレベルは低い、労働移動度は高い、そして労

働市場政策による保護、社会保障は高い。デンマークで解雇された場合、平均

して給与の70％ぐらいの失業給付を受けるが、失業の期間は非常に短い。積極

的労働市場政策の恩恵を受け、労働力人口の20％ぐらいが毎年公的訓練を受け

ており、制度化された柔軟性が提供されている。フレキシキュリティーと呼ん

でいる。

柔軟性と安定性のバランスが必要である。それから、安定性の低い雇用から

安定性の高い雇用への移行期の保護も必要である。
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もっと重要な論点として、この4カ国の場合、成功を維持することができる

のかということが挙げられる。システムのコスト、社会保障支出が必要である。

デンマークなどは税率が非常に高い国の一つとなっている。この4カ国のモデ

ルをコピーするのは簡単ではない。また、モデルにも興隆があり、特定の時期

しか有効ではないこともあるだろう。

最後は、イエテボリ大学教授、ドミニク・アンクソ氏による「欧州における

労働市場への統合のパターン：性別とライフ・コースの観点から」である。

（講演概要）

主なテーマは2つで、まず、横断的な観点から労働市場の統合のパターンを、

男女ともに、ライフコースという観点からとらえてみる。それから、こういっ

たパターンを欧州雇用戦略と関連づけ、特にリスボンの雇用目標と照らし合わ

せてみる。

欧州雇用戦略の目標として、2003年3月にリスボンサミットにおいて採択さ

れたとおり、2010年までに全体の就業率を70％に高め、また女性の就業率を

60％以上にすることを設定している。女性の労働市場参加は、就業率とさらに

メーンストリーミングという2つの目標があり、欧州の戦略にとって非常に重

要なものである。欧州でも女性の就業率は国により異なるが、背景には、家族

制度、福祉政策、雇用政策等が異なっていることがある。

労働市場統合のパターンについて、ライフコースを7つの段階（子供のいな

い若い夫婦、子供のいる夫婦（年少の子供の年齢でさらに区分）、子供と同居

していない夫婦（中年期夫婦、定年退職した高齢者夫婦）に分けて、7つの国

（ドイツ、フランス、イタリア、オランダ、スウェーデン、スペイン、イギリ

ス）について研究している。欧州の国は、4つのパターンに区分することがで

きる。

第1は、北欧の普遍的な一家の稼ぎ手モデル、スウェーデンが例。男女が全

体的なライフコースを通じて一家の稼ぎ手となる。女性は長時間パート、正社

員として働くモデル。男女間のギャップが低く、子供を持つことが女性の就業

率にマイナスの影響となっていない（影響があるとすれば、子供が小さい時は

労働時間が短縮される傾向）。収入は、女性の労働収入は子育て期に低下する
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が、非労働収入で置き換えられており、国家が保障している。女性の労働市場

への統合が進んでいる。

第2は、フランス版一家の稼ぎ手モデルで、女性の就業率、労働時間は、家

庭を持つ、出産することで、共に減少し、子供が育っていくと、共に上がる。

これは、政府の育児への高い支援がある。なお、育児をする女性の場合、収入

減に対して、給付という形での保障はない。

第3は、地中海沿岸諸国、イタリア、スペインで、女性の就業率は低いが、

正社員の比率はかなりある（母親は子供がいるときパートタイムとして働く。）。

女性は、家庭を持つ、出産により、多く辞めてしまう、ライフステージに応じ、

一貫して就業率は下がる。労働時間も減少する。結婚、出産で仕事をやめるか、

子供を持たず、ずっと仕事を続けるか、どちらかである。スペイン、イタリア

は欧州の中で出生率が低い。収入について社会的な保障はない。収入の男女差

はかなり大きい。

第4は、イギリスの例で、子供が小さい時、女性の就業率は大きく低下し、

労働時間での減少が顕著である。オランダも育児期、労働時間が減少。ドイツ

も同様である。女性が短時間のパートタイムをしている可能性が非常に高い。

ライフコースを通じて収入がかなり減少する。イギリス、オランダとも、給付

により保障されてはいない。

欧州では、従来型の、一家の稼ぎ手は男性というモデルは人気がない。男女

ともフルタイムで働くか、女性はパートになるが、パートで長く働く、という

共稼ぎモデルが一番人気が高い。労働時間についての志向は様々であるが、極

端に長い労働時間、極端に短い労働時間は好まない。自分たちのコンディショ

ンに合わせて人生を通じて、柔軟な形で仕事をしたいと考えている。

雇用戦略の女性の統合という点について、家族、社会的政策、福祉政策は改

善の余地がある。様々な政策のフレームワークをとるべき。

欧州全体で、どのレベルまで行くべきかは政治的な議論の焦点である。

第2部は報告に対する日本の研究者のコメントと報告者を交えたディカッシ

ョン、フロアとの質疑応答である。

（鈴木宏昌早稲田大学教授のコメント）
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3人の報告で興味深い点は、①職業紹介の全面的な民営化の実施は、論理性

があるが、実際には、オランダのように成功しているとはいえない点、②柔軟

性と保障の両立は、何故、欧州の大国で成功しないか、③欧州雇用戦略でのワ

ーク・ライフ・バランスの重要性である。質問は、①欧州雇用戦略で、失業に

ついての概念、位置付けが少し変化し、個人の責任に少しずつ転嫁されている

のでないか、②これまで、点のところで失業率、就業率を捉えていたのが、移

行期という形で長期間を捉えているように思えるが、政策的に有効な施策はあ

るのか。

（諏訪康雄法政大学教授のコメント）

報告では、ライフコース、キャリアの問題を視野に入れており、雇用政策が、

新たな段階に踏み入れようとしている点を再認識した。

コメントは、①国際比較をすると各国とも長所、短所があり、バランスをと

りながら問題解決のために努力していく必要がある。アメリカは非常にかけ離

れており、欧州の方が日本に近い点が確認できた。欧州でも新しいモデルが示

されたが、いずれも小国である。ある大きさを持っている国が小国の真似をし

ようとしても難しい部分がある。②雇用政策も地方分権化していくと、工夫を

比較的スムーズに入れられる地方自治体も有り得るのでないか。③雇用政策に

ついて、マクロ経済政策との整合性、教育の問題が非常に重要、家族政策の問

題、福祉と雇用との問題もある。雇用政策、労働市場政策は、全体的な国の政

策の一部分であり、雇用政策だけですべて問題が解決する可能性はほとんどな

い、という点が確認された。④日本はこれまで雇用政策の支出は少なかった。

一般会計という国の税金による支出は非常に小さく、特別会計の雇用保険で積

極的労働市場政策を行ってきたが、時代の変化についていけなくなっているの

でないか。⑤日本の雇用政策は、企業組織中心（20世紀モデル）で、個々の企

業を強化し、その企業に責任を負わせ、企業の中に組み込まれた度合いに応じ

て労働者を保護するというやり方をとってきた。この方法に限界がきており、

女性、未就業の若者、企業への組み込み度の弱い非正規への対応策が遅れた。

21世紀は組織中心主義から、個人が持つワークキャリアの選択肢を尊重し、ど

の選択肢をとっても、ペナルティーがつくことが少ない政策が求められていく
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と思う。日本でも、労働者の持っているキャリアに関する権利を基軸にした新

たな政策づくりという問題提起がなされている。

（アンクソ教授コメント）

社会保障のシステムは各国多様であるが、欧州全体では、総合型のやり方が

中心である。しかし、周辺部分では色々な変化が出ている。年金のシステムも

変化、個人型年金が出てくる。失業給付も受給資格が厳しくなっており、給付

額も下がり、受給期間も短縮化してきている。リスクの個別化、個人化がみら

れ、欧州では、今までの社会的なモデルから離れていこうという考え方である。

（ガジェ教授コメント）

欧州では、新しいバランス（個人と団体とのバランス）を目指している。個

人の責任にシフトし続けるが、個々人の責任を団体としてのコミットメントで

組織化していく必要がある。労働政策の展開は長期的視点からみるべき。市場

に合うように人を変えていくだけでなく、市場の側も変化をもたらす必要があ

る。労働市場政策は補完性を考慮する必要がある。アクティブな形で支援、機

会均等を探るとともに賃金保障を行う。その2つの組み合わせが必要である。

（アウアー博士）

欧州の中で、雇用に対する権利と義務のバランスをとるという、新しい社会

契約が形成されつつある。

（アウアー博士）

4つの小国の成功要因として、一つはガバナンス、統治の問題がある。大き

な国はガバナンスが難しく、小国は容易である。ドイツは、東西統合という特

殊な問題がある。ドイツは内部労働市場が発達し、企業レベルで保護する日本

と似ている。日本は、社会保障支出が弱いが、企業が現在のシステムをこれ以

上維持するのは困難であり、もっと企業以外での支出が必要であり、その機会

はある。ドイツは労働市場政策支出が高すぎてこれ以上の支出は無理。労働市

場政策支出で東ドイツの労働市場を維持している。ドイツは、職業紹介や訓練
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等移行の円滑化を図る政策に投資をする必要があるが、全体的な支出は増やせ

ない。全体的な方向として、雇用保護はなくならないが、今までより少なくな

る。グローバル化の中で社会的なレベルでの保護が必要であり、他方、個人責

任も重くなるが、非常に大きなシステムとなる。

（ガジェ教授）

企業内でも変化がおきており、企業内のキャリアが企業の外で使えるように

する必要がある。雇用を安定化するためには、退職まで同じ会社にいてよいと

いう状況は許されなくなっている。企業の外での就業機会も提供されなければ

ならない。日本はアストソーシングの会社を使い、企業と外部とのつながりは

ある。風のようにあちこち動くような安定性が必要である。

（諏訪教授）

今までなぜ日本では労働市場政策でそれほどお金を使わないで済んだかとい

うと、個々の企業側に責任を負わせて、企業の中でオン・ザ・ジョブ・トレー

ニングを中心として教育訓練を行い、その中でのキャリア発展を企業が責任を

持つという形があったからである。しかし、このモデルは、従来どおりではも

う維持できないだろう。

もっと重要なことは、今までのやり方では、本来、個々人が設計して考えて

いくべきである二度とない人生という問題に、組織が、企業側からつくった、

企業から見て最適なキャリアのあり方、押しつけるというような、個々人に押

しつけてしまうという非常な問題点があった。

そこで、もう少し個々人が自分自身の人生、キャリアデザインに主体的に取

り組めるためにはどうすればよいか。組織の中で1人のキャリアが完結という

わけにもいかない。外部労働市場をも視野に入れざるを得ない。

しかし、個人がそういう行動に出ると非常にリスクが高まるので、新たなリ

スクヘッジのあり方、個々人が自分で自分のキャリアを選択していく中で起き

るリスクに対するリスクヘッジが、雇用政策の非常に重要なポイントになると、

我々日本でも議論をしている。

ただし、簡単にはいかないのではないか。個々人が勝手な行動をすると、組
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織からすると困ったことになる。個々人も、今までの教育訓練の中では、十分、

自分で自分のキャリアを設計していくことになれていないし、その知識もスキ

ルもない。それをサポートする専門家も日本では十分に育っていない。

（主なフロアとの質疑）

教育のプランニングについて質問が出され、教育制度は様々で個々の選択肢

があること、企業のニーズに合った教育（徒弟制度）と一般的な教育の組み合

せが求められること、将来必要なスキルの正確な予測がしにくくなっており、

パートナーシップが必要であること、学習機会のセカンドチャンスが必要なこ

と、新しいスキルの獲得が必要であり、新しい学習の仕組みや生涯学習が必要

なことというコメントが出された。

欧州でのマクロ経済政策と雇用との関係について質問が出され、積極的労働

市場政策政策が雇用の安定化、失業率抑制で成功していること、財政赤字は問

題となっていること、共通通貨が欧州の大国では調整負担となっていること、

訓練支出は将来に向けた投資であること、各国異なる問題を持っており、共通

の解決策を探る必要があること、というコメントが出された。

最近、仕事の質というテーマが重要視されているが、テンポラリーな形で労

働市場に入っても、キャリアの先行きがある形で働くことができることが、質

の概念の中心的なものと理解してもよいのか、という質問が出され、高齢労働

者について、高齢者に対し投資を行う、新しいキャリア、よりよい労働条件の

提供という動きが出ている事例の説明があった。

失業サービスの民間と公共とのすみわけについて質問が出され、オランダの

経験（失敗例）やデンマークの経験（成功例）を紹介しつつ、民間との競争と

同時に強力な形で公的サービスを続ける必要があること、官民でソーシャルパ

ートナーを保つことが重要というコメントがあった。

最後に、欧州の経験から、日本で今まで主婦を選択した女性が新しいコース

を選択する時の教訓について質問が出され、女性が労働市場から退出する時の

コストを小さくする必要があること、積極的労働市場政策が有効であること、

訓練だけでなく、労働経験の提供も重要であること、というコメントが出され

た。
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〔国際シンポジウム〕

欧州雇用戦略からなにを学ぶか

――わが国の政策への示唆――

日時：2004年10月8日（金）13:30～17:00

場所：大同生命霞ヶ関ビル6階会議室（東京都千代田区霞ヶ関1－4－2）

プログラム：

13:30-13:40 開会あいさつ

小野　旭／JILPT理事長

＜第1部：欧州研究者による報告＞

13:40-14:10 報告1「欧州における労働市場政策：現状、問題点及び展望」

ベルナール・ガジェ／フランス・パリ第一大学教授

14:10-14:40 報告2「4つの欧州小国における労働市場の成功：労働市場・マク

ロ経済政策、社会的対話と政策統合」

ペーター・アウアー／ILO雇用戦略部門雇用研究チーフ

14:40-15:10 報告3「欧州における労働市場への統合のパターン：性別とライ

フ・コースの観点から」

ドミニク・アンクソ／スウェーデン・イエテボリ大学教授

15:10-15:30 ブレーク

＜第2部：コメント及びパネルディスカッション＞

司会　小倉一哉／JILPT副主任研究員

15:30-15:50 報告へのコメント

鈴木宏昌／早稲田大学商学部教授

諏訪康雄／法政大学大学院政策科学研究科教授

15:50-17:00 パネルディスカッション
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第4章　国際シンポジウム「インド、韓国のIT産業－急成長を

担う高度人材　その育成戦略とは－」の概要

各国の情報通信産業は、人材の差がその優劣を決する。高い成長力・強い国

際競争力で注目を集めるインド、韓国といった諸国ではどの様な人材育成政策

を採っているのか。また、それに対して日本の情報サービス産業の現状はどう

なのか。労働政策研究・研修機構（JILPT）は､2006年3月2日に、日本で国際シ

ンポジウムを行い、アジアのIT産業における人材育成についてその実態を探っ

た。

まず、はじめに、早稲田大学教授の鈴木宏昌氏より、問題提起として「イン

ド、韓国のIT人材になぜ注目するのか」と題する報告があった。

（インド、韓国のIT人材になぜ注目するのか）

本シンポジウムは、JILPTの雇用戦略研究の企画の一つである。雇用戦略研

究は中長期的な雇用の問題を検討しているが、日本は技術大国の地位を確保で

きるのだろうか、その中でITに焦点を当てようとした。

この問題には、２つの側面があり、第一に、アジアの中での技術競争に勝ち

残れるか、第二に、日本の教育・職業訓練政策の問題点である。

アジアの成長国（韓国、中国、インド）から学ぶ課題としては、教育・訓練

指導型で成長している点である。日本の教育・訓練政策の問題点は、教育の質

の低下、教育投資の貧困、職業教育の貧困がある。職業訓練は、企業内訓練に

任かせすぎていたこと、90年代の長期不況の影響があり、生涯訓練機会の欠如

や正社員・非正社員間の教育訓練の格差等の問題がある。日本の教育・訓練政

策の再構築が必要である。企業任せでなく、個人の視点を入れた教育・訓練、

費用や時間面、生涯教育という点での教育訓練増大への工夫、さらに、少子・

高齢化時代は、知識レベルの向上が重要課題である。

次に、インドのタタ・コンサルタンシー・サービシズ（TCS）社アドバイザ

ーのR.ナラナヤン氏より「IT人材－インドの視点」と題して報告があった。
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（IT人材―インドの視点）

1 インドのIT産業が成長した理由は？

第一に、業界の中で技術に対する徹底した教育訓練が行われていたことであ

る。第二に、輸出仕様モデルに対して、従来から競争力のある価格と品質を確

立させてきたことである。第三に、丁重に顧客に接するという文化的背景があ

る。第四に、英語の語学能力があることである。このほかに、政府のイニシア

チブ、ビジネスにとって好ましい環境がそろっていたこと等が上げられる。

2 顧客をいかに理解するかが鍵

インドのIT産業は、ここ30年から40年の間に目覚ましい飛躍を遂げてきた。

初期の頃は、プログラミング能力の輸出が主だったが、これで信頼を築き、プ

ロジェクトを丸ごと受注するといったケースが増えてきた。現在では、顧客に

対して、戦略的インプットを提供するビジネスコンサルタントというレベルま

で至っている。なぜこのようなビジネスコンサルタントとしてのスキルを開発

し伸ばしていくことができたかというと、常に顧客のニーズを考え、理解し、

顧客に対して満足感を提供できたからである。

3 教育制度に対する期待は大きい

ITエンジニアには、物事を抽象化し、モデリング、検査、品質管理といった

様々な要素に対応することが要求される。数学や物理、エンジニアリング、航

空力学といった学際的な教育を身につけることも重要である。要するに、単な

る技術だけでなく、全体的な人格の育成が教育機関に求められているのである。

4 グローバル企業は文化的理解が必要

インドのIT企業はグローバルな企業であると同時に、現地になじんだ企業で

あり続けたいと考えている。その際に、まず現地の文化的背景を理解し、その

上で様々な問題に対処する能力が求められるのである。

5 必要なスキルを必要な雇用のために

資格と仕事をどうマッチングさせるかは難しい課題である。プログラミング、

システムエンジニアリング、ハイエンドサービス、アーキテクチャー、R＆D

等について大きな分類の区分けを考えて、教育内容のマッピングを行い、それ

ぞれの要素に対応していくやり方を整理してきている。IT業界で働く際、人文

科学専攻の人間は何を学ぶべきか、経済、商学、商法専攻の人間は何を学ぶべ
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きかをまとめ、ウェブ上で提供している。

6 グローバルな労働力

グローバルな顧客の要求に対応するため、グローバルなオペレーションセン

ターを立ち上げ、かつ労働力の多様化も図っている。

7 人的資源開発システム

TCS社では、研修において、新規採用者は2ヶ月間初歩的学習を行い、その

上でさらに大学と産業界のニーズのギャップを埋める学習を行う。ビジネスが

求めるものとの整合性を図る人的資源開発システムが整備されているのであ

る。

8 産学協同の必要性

TCS社では、グローバルなインターンシップ制度を持っている。教師の能力

開発プログラムも整備されており、地域間ミーティングもある。ゲストレクチ

ャー、サバティカル休暇待遇などの仕組みも持っており、産業界、学術界がう

まく協力できる体制ができている。

引き続き、韓国職業能力開発院上席研究員のギュ・ヒ・ホァン氏より、「韓

国におけるIT人材の育成と管理」と題して報告があった。

（韓国におけるIT人材の育成と管理）

近年の韓国のIT人材政策において、需給のミスマッチ解決が最重要課題であ

る。最近の労働力推計によれば、工業専門学校生と大学学部生についてはIT人

材は供給過剰であるが、大学院レベルでは供給不足という状況が予想されてい

る。

IT人材のミスマッチに対処するため、SCM（サプライ・チェーン・マネジ

メント）を応用しようとする動きがある。SCMとは、もともと企業横断的に

調達から生産・販売・物流の流れを一つの「供給の鎖」と捉え、全体を最適に

管理するマネジメント手法であるが、ここではIT人材の育成政策における最適

管理手法といった意味合いで用いられている。

SCMに基づくIT人材の育成モデルとは、大学の裁量権を制限したり、企業

の要求を盲目的に追求するものではない。企業は業務上必要とする知識、能力

の詳細を正確に規定する必要がある。大学は教育に対する努力と資源を産業界
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の需要に連携させることにより、卒業生の職探しをより効率的に支援できる。

政府は、労働者がどの位、どの分野で必要とされているのかという正確な情報

に基づき、より適切な人材育成政策を展開することができる。

新しい人材育成モデルが実効性をもつためには、3つの課題に対処する必要

がある。第一に既存のIT人材育成・供給プロセスを徹底的に分析し、その結果

に基づきSCMの観点から改良版を設計すること。第二に、新たな産業（需要）

志向の教育プロセスを実行するために、有効な産学連携制度を確立すること。

第三に、新たな教育プログラムを受講した卒業生の雇用を確保するために、大

学の適格認定制度を導入することである。

続いて、国士舘大学教授梅澤隆氏より、中国における実情も交えながら、日

本の情報サービス業の現状について報告が行われた。

（日本の情報サービス産業の現状）

いま、日本の情報サービスおよびソフトウエア産業は約57万人の従業員を抱

えている（うち技術者は35万5000人ほど）。売り上げは14兆5000億円で世界第

二位の市場を誇っており、全産業に占める情報通信産業（いわゆるIT産業プラ

ス放送・電信電話産業）は、GDP比12.7％と、決して無視できない存在である。

とはいえ、日本のソフトは固有の一品生産が多いので、製品として一般に流

通するようなものは少ない。また、中国やインドなど諸外国は虎視眈々と日本

のマーケットを狙っており、日本の情報サービス産業が生き残るのは非常に厳

しいといわざるを得ない。今後のITビジネスには、二つのチャンスと一つの危

機があり、日本が生き残れるかはそれにうまく対応できるかにかかっている。

1 二つのチャンスと一つの危機

二つのチャンスとは、オープン・ソース・ソフトウエアの利用と組み込みソ

フトウエアマーケットの広がり。オープン・ソース・ソフトウエアとはライセ

ンスフリーのことで、これが広がると従来のようにライセンス料をとるという

ビジネスモデルは成立しなくなる。ライセンスフリーである既存の製品をいか

に顧客のニーズに合わせるかがカギとなるが、かゆいところに手が届くような

ソフトを提供するのは日本企業が得意とするところだ。組み込みのソフトウエ

アに関しては、デジタル家電、携帯電話、車載の三大エムベデッド市場が急激
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に拡大している。

これらは、日本にとってのビジネス・チャンスになるだろうし、ソフトウエ

ア企業の生きる道の一つはそこにあるだろう。

一方、危機はソフトウエアのオフショア開発が拡大傾向にあることだ。オン

サイト開発とは相手国に行って開発すること。逆に、受注した該当国内で開発

することをオフショア開発という。オンサイト開発は生活面の経費がかかるな

どコストがかさむことから、いまはオフショア開発が主流になりつつある。そ

のため日本の情報サービス・ソフトウエア企業が受注するはずの仕事、とくに

ソフトウエア開発の下流工程であるプログラミングを中心に日本国外に流出し

ている。しかしこのオフショア開発の増加は押しとどめようがない。

そしてオフショア開発において大切なのはブリッジSEに頼り過ぎないこと

だ。日本は依頼先との文章のやりとりをすべて日本語で行うため、翻訳料金な

どがコストに反映されてしまい、グローバル競争で英語圏の国に勝てなくなっ

てしまう。つまり日本の情報サービス・ソフトウエア企業には、日本の協力会

社を使うのと同じ感覚で国外にオフショア開発を出すようなことは控えて欲し

い。これではコストが増加して、国際競争力のあるソフトウエア製品を生み出

すことは難しい。

2 日本の人材育成

これからは中国などの企業と分業・協調しながら競争する時代になる。日本

の情報サービス産業が生き残るには、クリエイティブで、より高度な専門性を

もった人材の育成・確保が欠かせず、そのためには高等教育機関の整備充実と

かITのスキルの標準化の普及とその充実が必要だ。いまは教育機関が育成して

いる人材と、情報サービス業界のニーズがマッチしていない部分が相当あるし、

ソフトウエアエンジニアがこの産業に定着していないし、彼らはハッピーじゃ

ない。

情報サービス産業が、「暗くてきつくて長時間労働」というイメージがある

のは日本だけだ。これを明るくやりがいのあるイメージにしなければ優れた人

材は集まらないし、定着もしない。まず､｢おもしろくチャレンジしがいのある

仕事」にすることを考えるべきだ。そしてまた広い意味のワーク・ライフ・バ

ランスの実現が重要だ。
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後半は、法政大学教授諏訪康雄氏をコーディネーターとするパネル・ディス

カッションが行われた。パネリストは、前述のナラヤナン氏、ホァン氏、梅澤

氏の3名であった。諏訪氏から各パネリストに対して自国の（ただし、梅澤氏

の場合は中国を対象とした）IT人材について、学校教育、職業教育はどうなっ

ているのか、また賃金、働き方といった処遇はどうなっているのか等について

質問が行われた。

例えば、ナラナヤン氏からは、大学は単なる技術習得の場になって欲しくな

いといった意見が聞かれた。また、韓国については、ITスペシャリストの多く

はパートタイムなどの不安定な雇用の元におかれており、多くの問題が出てき

ていることが指摘された。また、中国については、大学が教えるスキルと企業

のニーズに大きな隔たりがあり、ソフトウエア技術者になるためには専門学校

における職業教育を受ける必要があること、企業における社内教育は十分に行

われているとの指摘があった。

パネル・ディスカッションに続いて、フロアとの質疑応答が行われた。ITの

プロフェッショナルを辞めさせないで会社に引き留めるためのモチベーション

として重要なことは何か、日本の情報サービス産業が危機的だというのはどこ

に問題があるのか、といった質問が出され、活発な意見交換が行われた。

〔国際シンポジウム〕

インド、韓国のIT産業

――急成長を担う高度人材　その育成戦略とは――

日時：2006年3月2日（木）13:15～16:30

場所：女性と仕事の未来館ホール（東京都港区芝5－35－3）

プログラム：

13:15-13:20 開会あいさつ

小野　旭／JILPT理事長　

13:20-13:35 問題提起「インド、韓国のIT人材育成になぜ注目するのか」
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鈴木宏昌／早稲田大学商学部教授

13:35-14:05 国別報告1：インド「IT人材―インドの視点」

R．ナラヤナン／タタ・コンサルタンシー・サービシズ（TCS）社

アドバイザー（前教育訓練担当副社長）

14:05-14:35 国別報告2：韓国「韓国におけるIT人材の育成と管理」

ギュ・ヒ・ホァン博士／韓国職業能力開発院上席研究員

14:35-15:05 総括報告「アジアのIT産業における人材育成の現状と課題－中国

と日本を中心として」

梅澤隆／国士舘大学政経学部教授

15:05-15:15 ブレーク

15:15-16:30 パネルディスカッション、質疑

コーディネーター：

諏訪康雄／法政大学大学院政策科学研究科教授　　

パネリスト：

梅澤隆、R．ナラヤナン、ギュ・ヒ・ホァン
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